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港湾と農産物輸入の基本的問題
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1. はしがき

石坂央
（浦和実業学園高等学校〉

日本経済のいわゆる q高度経済成長”が顕在化してきたのは， 1950年代中期

から1960年代前期にかけてであった。年平均 ・実質10%以上とし、う驚異的な成

長を達成し，鉱工業生産も約 2.7倍（1956～61年〉とし、う上昇を示した (1)。そ

の結果，産業構造における重化学工業化は急速に進展し，特に従来の鉄鋼 ・機

械 ・造船等のほかに，新しく石油化学 ・電子産業等も著しく伸びた。そして，

1961年からは国際経済における貿易自由化の波を背景として，産業構造の高度

化，国際競争力の強化とし、う重点政策をかかげた「国民所得倍増計画」が実施

された。

この高度経済成長達成の最大の要因は，間接金融方式を通じての重化学工業

分野への民開設備投資の大幅な増加であった。ちなみに， 1955～61年にかけて

臼本の設備投資は約 3.8倍増加したのに対して 3 民間設備投資は約6倍という

大幅な伸びを示したω。またこの聞においても，国家の財政投融資による重化

学工業生産関連基盤への重点的な投資も急速な経済成長を根底から支えた大き

な要因であった。

歴史的，根本的には，我が国の資本主義経済の発展に一大転機を画した明治

開港以来の重化学工業生産力の増強と外国貿易の拡大に起因するものである。
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すなわち，開港時の農業と工業の不均等発展とし、う状況での世界市場への接

近，さらに，経済の二重構造とし、う産業基盤で、の重化学工業化への過程という

延長線上に位置づけられるものである。

さて，以上のような高度経済成長期といわれる過程で，我が国の農産物貿易

は第一次産業と第二次産業との格差の拡大を背景として，圏内農業生産の構造

的変化， 国民所得の増加による食糧消費構造の変化により，海外からの農産物

輸入が急増し，大きな転換を示した。

一方，港湾は重化学工業生産力の強化を背景として急増する外国貿易量に対

して，十分にその機能が適応することができなくなり，「船ごみ」問題に象徴

される「港湾問題」が隆起してきた。

高度経済成長期における農産物輸入の問題と港湾の問題は，我が国における

国民経済の発展の基本的な課題を提起しているものである。

注 （1) 経済企爾庁「国民所得白書J（昭和36年〉

(2) 同上書

2. 港湾と経済成長

我が国の高度経済成長が最もピークにさしかかった1960年代前半に，港湾は

経済復興期後始めて国民経済 ・社会的な規模をもって問題が隆起してきた。そ

れは，「船ごみ」に象徴される港湾労働問題，港湾施設拡充の問題，港湾機能

の効率問題，港湾管理財源問題等といわれるところの「港湾問題」である。こ

れは主に重化学工業生産力の増強を基盤とした経済成長に伴う取扱貨物量の急

増に対して，港湾経済社会機構が卜分に適応することが困難になり，それが国

民経済の拡大再生産にとって大きな障害となってきたからである山。

このような「港湾問題」が高度経済成長期といわれる過程で国民経済的規模

をもって隆起してきた背景には，我が国の資本主義経済の発展に一大転機を画

した明治開港以降の重化学工業生産力の増強と外国貿易の急速な発展に，歴史

的 ・根本的には起因するものがある。先進資本主義諸国の産業革命による躍進

を背景にした世界市場の強力な作用を受けて実現した明治開港は，内部に農業
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と工業，製造部門と原料生産部門との不均等発展とし、う経済的 ・社会的に重要

な矛盾を圏内に内包ωしていたために，重化学工業生産力を根底とした貿易に

よる外国市場の獲得が急務であった。したがって，このような経済政策を支え

る重要なインフラストラクチャーとして近代港湾の形成はきわめて重要かつ急

務な課題であった。

明治初年より実施されてきた港湾調査は明治20年代においては主要港湾を終

え，本格的な造成工事に入るとともに，明治30年代にはほぼ主要港湾の造成工

事も一応完了し，港湾施設の充実も図られてきているω。

日本の貿易と港湾との関係において第二の重要な転換点となったのは，紡績

その他の繊維工業における産業資本の成立条件が整備されつつある背景での日

露 ・第一次世界大戦であった。原料資源，市場の確保が可能にな り，造船，車

綱，機械，鉄鋼，電力，セメント，肥料等の重化学工業が飛躍的に発展した。

特に，世界的な船腹不足にともない我が国の造船業はきわめて有利な地位にた

ち，海運業界は未曽有の活況を呈した山。また，国内重化学工業生産と外国貿

易を結合させる港湾機能の向上，すなわち，臨海工業地帯における港湾の造成

整備が急務となった。

戦前における我が国の港湾経済の発展は，重化学工業生産力の展開を基軸と

し， D・リカードの「比較生産費説」による国際分業の原理を背景とした貿易

を媒介として形成されたものであり，日本の明治以降の資本主義経済の歴史的

発展と深く関連するものである。

戦後，昭和30年になると「経済自立5カ年計画」（重点政策①設備の近代化

②貿易の振興③自給度の向上④消費の節約〉によって経済成長の足がかりをつ

け，昭和32年の「新長期経済計画」（重点政策①産業基盤の強化②重化学工業

化③輸出の拡大④貯蓄の増強〉によって起動力を一段と高め，昭和35年の 「国

民所得倍増計画」（重点政策①社会資本の充実②産業構造の高度化③貿易と国

際経済協力の推進④二重構造の緩和と社会的安定〉ω によって，経済成長はピ

ークにさしかかったのである。

このような経済発展計画の下において，港湾は「船ごみ」問題に象徴される
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港湾機能増強という 「港湾問題」に対処するために3 昭和36年から 「第一次港

湾整備5カ年計画」（①主要外貿港湾②工業原料を取扱う港湾③地方産業開発

の為の港湾の整備〉，次に昭和40年に「第2次港湾整備計画」（①港湾、取扱い貨

物需要の円滑化②地方開発基盤としての港湾整備〉， 昭和43年の「第3次港湾

整備計画」（①産業港湾の整備〉， 昭和46年に「第4次港湾整備5カ年計画」

表 1 品目品類.!ijlj港湾取扱貨物量（昭和48年〉

（単位・百万トン〉

区 分 合計 内国貿易

淡｜米穀類｜ 38 

室｜水産品｜ 11 

品｜その他 ｜ 14 

林産品｜ 82 

石炭｜ 92 
鉱 Ir.. r、引｜
｜ω・妙 ;fll I 125 
産｜原油 I 342 

｜その他｜ 300 

金周金属類 ｜ 184 

機械｜その他 ｜ 72 

基｜石油類 ｜ 383 

工｜セメント｜ 71 

蓄｜その他 1 80 

軽工業品 1 43 l 
雑工業品｜ 13 I 
特殊品 ｜ 30 I 
分類不能 ｜ 1 I 
エリ ー｜ 1s1 I 
（注〉 「港湾統計年報」による。

出所．「昭和50年度運輸白書」
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（①物的流通のための港湾の整備〉｛白が順次とられている。つまり，こ うした

港湾の長期整備計画の変遷，計画規模の増大は重化学工業生産力の増加による

外国貿易量の増大あるいは流通革新に即すべき港湾機能の効率化，港湾施設の

整備，拡大に政策の焦点があったことは周知のことである。

1975年5月現在で我が国の6大港を含む特定重要港湾は17港ある。外航海運

による我が国の国際貨物輸送量は， 1965～73年までの聞に，輸出は年平均12

%，輸入は15%といずれも実質国民総生産の平均伸び率を上回る勢いで増加し

てきた17）。

1974年に港湾で取り扱われた貨物量は表1に示されているように約27億トン

と対前年比でl.3%の伸びでほぼ横ばいの状況であった。品目別取扱貨物では，

外貿の大宗貨物は，輸入では原ru:i，鉱産品等の工業原材料や木材ーであり，この

3品目で輸入貨物量の 76.9%を占め， 輸出では，金属機械，化学工業品であ

り，この2品目で輸出貨物量83.5%を占めているω。このシェアの割合は，高

度経済成長期とほぼ同様の傾向である。

今日，我が国の輸入量が世界貿易において約2割（1974年〉にも達している

ことからして，長期安定的な輸送体制の確保と輸送コストの低減を中心とした

港湾機能の強化，効率化を図ることは，貿易に頼る 日本経済の安定的な発展に

とって重要な政策課題となってきていることも事実である。

注（1) 北見俊郎著「港湾総論」（成山堂， 1972年）p. 47参照

(2) 吉村正晴著「貿易問題」〈岩波全書， 1971年〕 pp.311～322 

(3) 北見俊郎著「港湾総論」 （成山堂， 1972年） p. 58 

(4) 向上書，p.59 

(5）経済企画庁 「経済要覧」（1974年〉による

(6) 運輸省港湾局「港湾整備5ヶ年計画」参！照

(7) 運輸省編 「運輸白書」 （昭和50年〉参照

(8) 向上書， p.268 

3. 農産物輸入と経済成長

1950年代後半～60年代以降にかけて世界貿易は，垂直貿易から先進諸国聞に
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おける工業製品貿易を中心とした水平貿易取引へと貿易構造の転換を進めつつ

拡大してきた。

と同様に，世界農産物貿易も工業用農産原料貿易から，食糧貿易における先

進諸国間相互取引へという明白な貿易構造の転換が生じた。この農産物貿易の

変化の中心は主に経済先進諸国の経済成長の長期的な持続にともなう輸入需要

の性質の変化によるものである（j）。すなわち，経済成長の結果，実質国民所得

が増加し，それが需要の所得弾力性が高い蓄産業の発展を促進し， N飼料貿易”

（＝飼料・飼料穀物〉の急速な拡大に起因するものである。

そしてこのような推移の中で，特に日本の場合は急激な経済成長政策が優先

的に採用されてきた結果，最もダイナ ミックな形で世界農産物市場の変化にf立

み込まれざるを得ないような状況が存在した。

日本の農産物輸入は，1950年代にあっては約8億ドルの水準でほとんど安定

的に推移してきた。ところが， 60年代に入ると急増し， 65年には約19億ドル，

さらに70年には約32億ドル，そして74年に至っては約90億ドルにも増加した。

品目別には飼料用とうもろこし，グレーンソルガム，小麦，大豆，肉類等の蓄

産関連産品の輸入が大きなシェアを占めるようになっており， さらに期を追う

ごとに増加する傾向にある。（表2)

日本の農産物輸入の主要相手国は，北米，大洋ナト｜，東南アジア，ラテンアメ

リカなどである。特に，アメ リカのシェアはずばぬけて大きく全農産物輸入総

額の4割以上も占めるようになってきている。最大の愉入相手国であるアメリ

カからの輸入品目は，小麦，とうもろこし，グレーンソノレガム，大豆等である

が，特に大豆については，日本の全輸入量の90%以上をアメリカが占めている

し， またアメリカは全世界の大豆輸出においても，ほとんど独占的な地位を占

めている。（表3)

日本の1950年代中期頃からの高度経済成長の長期的な持続が国民所得の増加

をもたらし，それが食糧全体に対する絶対的需要の増加となってきた。と同時

に食糧消費構造の多様化，高度化という需要シフトの上昇という変化を促進さ

せた。つまり，所得弾力性の高い産品に対する需要が急激に増加してきたとい
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東南アジ ア

西ア ジア
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ゴヒ 米

（アメリカ〉

ラテンアメリカ

ア フ リ カ

大 洋 少l・I

共 産 圏
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表 3農産物輸入の地域別割合

構 成

35年 40 45 

100.0 100.0 100.0 

24.9 21. 2 13.0 

0. 1 0.2 0.3 

2.6 3.2 4.6 

1. 6 1.8 2.6 

48.4 51. 6 47.3 

4.3 43.9 40.2 

11. 6 6. 7 15. 1 

4.9 3.6 5.6 

6.2 6.6 10.0 

1.3 6.9 4.0 

資料・大蔵省 「通関統計」

出所 ー「設業白書付属統計表」（昭和49年〉

（単位 ・%〉

比

47 48 

100.0 100.。
12.0 10.7 

0.5 0.5 

5.3 5.5 

2.2 4.4 

44. 1 51. 4 

36.5 43.2 

10.8 8.8 

7.4 5.8 

15.7 13.6 

4.1 3. 7 

うことを示している。他方，食糧供給面においては，国内農業生産の選択的拡

大とし、う生産構造の変化はある程度進んだものの，重化学工業生産活動に資源

が過度に集中していくような経済発展のなかにあって，工業生産力を根底にし

て急激に増加する食糧需要構造の変化に対して，十分に適応することは困難で

あった。したがって，このよ うな圏内の食糧需給を調整かつ補完するという形

で， 海外から；農産物の輸入が急増してきたのである。

日本の農産物愉入量は世界農産物貿易全体の約1割をも占めるようになって

きており，穀物全体としては12.5% (1972年現在） C2lもの大きなシェアを占め，

さらに期を追うごとに増加する傾向にある。また，日本の輸入シェアの高い産

品ほど生産地域が偏在しているために，その供給が独占化されやすし、傾向にあ

る。そのうえ，国際農産物市場において取引される量は世界総生産量のうち約

3～20%程度であるから，少しの豊凶によっても輸入面の不安定は大きくなる

とし、 う市場構造の脆弱性とい う問題を含んでいる。

国際農産物貿易取引を現実的に大きく左右させると ころの貿易政策において

も，アメリカを中心とした市場志向型（自由貿易主義〉と，ECを中心とした
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ところの市場組織型（地域貿易主義〉とし、う二つの潮流の対立が深く横たわっ

ている。

このよ うに， 上記のような諸要因によって国民経済の安定的な発展，生活活

動の基礎が根底から揺り動かされるという，経済・社会構造に危険な要素を一

段と強くさせてきているのである。いずれにせよ，日本の食糧需給は直接的に

しろ，間接的にも海外農産物市場の動向によ って大きく左右されるようになっ

てきている。

日本における農産物輸入政策は，圏内農業と対外農業との接点にあって，一

国の食糧需給を圏内農産物市場と海外農産物市場の双方において，単に量的に

調整する としづ機能を担ってきたに過ぎない状況がある。つまり， このこと

は，急激な形で実施されてきた高度経済成長政策の下においては，国内農業政

策は重化学工業生産を中心としたところの国民経済の拡大再生産をより強力な

形で，かつ効率的に推し進めると ころに重点があった。それゆえ，経済的合理

主義を「農業基本法」 (1961年制定〉における政策の基本的理念とし，現実的

経過の中においては保護主義的要素〈「米」に対する 生産費 ・所得補償方式〉

も混入させるという矛盾した形で，なしくずし的に行なわれてきたので、ある。

自立経営農家の育成，労働生産性の追求による大経営方式という構造政策

は，「農基法」の現実的な運用の中で， 早くも 1967年には「米」の過剰問題と

してその矛盾した理念が露呈されてきた。また，世界農産物市場の強力な作用

を貿易の自由化という波の中で受けるような情勢にあった。

一国の経済発展における 日本の農産物輸入政策の役割は，高度経済成長期の

段階での重化学工業資本の立場からの強力な国際分業論，すなわち，日本は工

業に特化し， 食糧は工業製品の輸出によって安いところから輸入すればよいと

いうものであった。、つまり，工業生産基盤に対して重点的に設備投資し， 重化

学工業製品輸出を強力に促進し， 安価な食糧を輸入することが3 工業資本の拡

大再生産にとって資本の効率を高める最も手っとり早い方法であった。

それゆえ，日本の農産物輸入政策は，端的に言えば，場当たり的，受動的，

他律的に， 経済的合理主義と保護主義的要素を混入して運用され，主に国内食
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糧需給の量的調整，工業製品輸出のための国際収支の調整的役割が強かった。

したがって，国内農業政策と対外農業政策との有機的関連性，食糧問題に対す

る一定の長期的な政策的配慮が欠如していた。

国民経済 ・社会的立場からの農業問題あるいは食糧問題に対する明確な基本

的姿勢，ビジ ョン，目標等が確立されないままに，高度経済成長期といわれる

過程で海外市場から大量の農産物が輸入され，“国内農業”は歯止めのない後

退をしいられてきているのである。ちなみに，日本の1960年の農産物の総合自

給率は90%であったが， 1972年には73%へと低下した。また，穀物全体の自給

率は同期間に83%から， 42%までに急速に低下している。そして，さらに期を

表 4 食用）.！！）；産物の自給率の推移 （単位 %〉

35年度 ｜ 40 45 46 問』疋I （~~：）
総合自給率ロパ 81 76 n 1 73 1 73 1 
穀 物 83 61 48 42 43 42 

うち主食用穀物 90 80 79 68 72 71 

米 102 95 106 92 100 100 

麦 39 28 9 8 5 5 

主 大 楳 麦 107 73 34 29 18 18 

物要長産
SL 類 44 25 12 ll 13 12 

うち大 豆 28 11 4 4 4 4 

世P 菜 100 100 99 99 99 99 
の
来 実 100 90 84 81 82 81 
自

給率
約 卵 101 100 97 98 98 98 

牛乳 ・乳製 品 89 86 89 88 87 86 

肉類〔鯨肉を｜徐く〕 91 89 88 83 81 81 

うち 牛 肉 96 95 98 82 80 79 

豚 肉 96 100 89 96 90 90 

砂 糖 18 30 23 20 20 20 

参 厚 飼 33 

考 食（料水産総物合を自含給む〉率｜｜ 

資料 ：t!l:林省「食料需給表」，「飼料需給表J，日本銀行「卸売物価指数」
UJ所：「~業白書付属統計表」（昭和49年〉

41 

70 

101 

4 

10 

11 

3 

98 

83 

98 

83 

78 

60 

87 

20 

31 

76 



港湾、とi災産物輸入の基本的問題

追うごとに自給率は低下する傾向にある。（表4)

119 

以上述べてきたように，高度経済成長期の段階において急激な勢いで，か

つ，国民経済的な規模をもって注目されてきたところの日本の経済発展におけ

る 「農産物輸入の問題」の本質的な要因は， 我が国の農産物輸入政策について

の主体的姿勢が明確でなかったことによるものである。

注 （1) Arthur, B., Mackie, Patterns of World Agricultural Trade, 1971参照

c 2) £！！：林省「農業白書付属統計表」（昭和49年〉参照

4. 港湾と農産物輸入

我が国の高度経済成長の経過は，すなわち，産業構造における急速な重化学

工業化の過程であった。極めて短期間での重化学工業製品輸出競争力の強化

と，世界経済の拡大・自由化の進展の下で，我が国の輸出は1960～74年に笑質

15. 9%の高い伸びを示し，対 GNP弾性値1.65，対世界実質輸入弾性｛直2.9と

いう大幅なものであった。

輸入も同様に，産業構造上の重化学工業化に対応して， 産業用原材料 ・燃料

輸入を中心に急増した。 1960～74年に実質13.0% （対 GNP弾性値1.35，対世

界実質輸入弾性値1.71）と，ここでも極めて高い伸びを示したω。

このように，我が国の高度経済成長期における貿易は，輸出 ・輸入の双方に

おし、て，産業構造における重化学工業化をシビアに反映し，極めて短期間に急

速に拡大してきたものである。

明治開港以来の我が閣の資本主義経済における急速な展開過程の中で，「港

湾」の発展は工業生産力と外国貿易の発展を基盤にしたものであった。つま

り，生産過程と流通過程をして外国市場に結合せしめると ころに港湾経済政策

上の重点的な課題があったといえよう ω。ちなみに，「第4次港湾整備5カ年

計画」（昭和46～50年〉の港湾整備要請別事業費の内訳をみてみると，外国貿

易港湾の整備賀と産業関連港湾整備に約45%の事業費が計上されている。 （表

5) 

産業構造における急速な重化学工業化の過程において高度経済成長は顕在化
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表 5港湾整備要請別事業費 （単位億円〉

婆 請 5Jlj 

外国貿易港湾の整備

国内流通港湾の整備

地域開発基盤港湾の整備

産業関連港湾の整備

航 路 生－if の 整 {ifll 

環境，公害防止事業の縫進

港湾調査の実施等

調 整 項 目

言十

災害関連事業 ・地方単独事業等

メL
i::1 言十

出所・「昭和50年運輸白書」

港 湾 整 v1u 
進ちょ

時Fl4慨 147年度 14峨 149年度 く率
6,360 991 1,250 1, 286 1,143 

3, 910 570 755 768 845 

1, 910 243 349 292 292 

680 200 127 119 72 

680 66 74 82 73 

170 8 41 38 94 

140 17 26 44 25 

1,650 128 180 

15,500 2,095 2,622 2,757 2, 724 65.8% 

2,400 326 351 382 436 62.3% 

111. 900 I 2. 421 I 2. 9731 3, 1391 3, 160 1 65. 3% 

し，鉱工業生産は約2.7倍 (1956～61年間〉とし、う驚異的な「成長」を達成し

たが，このことが港湾における取扱貨物の性格を根本的に決定づけている。

さて，このような経緯のもとで，港湾機能と農産物貿易との関連を検討して

みると，それは，農産物輸入政策が圏内食糧需給の結果としての調整・補完機

能であったよ うに，港湾流通において農産物貿易は，重化学工業貿易に対して

二次的なものであった。つまり，重化学工業製品輸出及び、産業用原燃料輸入の

ためとして，港湾機能の再編成が強く要請されてきたので、あった。それは，輸

出で得た外貨をもってして，海外市場から資源を低廉・ 容易に輸入するという

貿易政策であった。

また，港湾への期待は輸出入過程における流通革新の反映を受ける資本主義

経済における流通部門の合理化への要求であった。このように経済発展にとも

なう「生産」と「流通」の両過程からの要請として港湾機能の整備拡大への諸

対策が1950年代後半から極めて活発にとられてきた。

港湾経済それ自体が生産の場であり，現実の国民経済との深い関連をもちな

がらも，産業資本を支える基本的条件を有している。しかしながら， 「港湾」
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と「国民経済」 との接点を貿易にとってみると，重化学工業関連を中心とした

貿易政策上，いかに港湾を合理化せしめるかというところに港湾機能を利用し

貿易を行なう側の焦点があった。

農業生産を支える土地的供給の制限，労働構成の弱体化，第一次産業と第二

次産業の格差とし、う産業構造上の農業の位置を考慮するとき， 日本の食糧自給

率の向上は相当な困難が存在する。したがって，今後， 日本の食糧供給面から

の安定は，圏内自給の向上に対する政策と，海外からの農産物輸入政策という

こ元化が現実の問題としては強く要請されてくるのである。その際，農産物輸

入の流通過程における港湾機能の役割は非常に大きいものがある。それは3 国

民経済にとって農産物輸入の長期的安定化は，社会生活活動の最も基本的要素

であるという側面を有しているからである。

それゆえに，農産物輸入における港湾機能の整備拡充，及びそれに対する港

湾経済構造の7再編成を強力に推し進めることによって，農産物輸入における港

湾機能が国民経済的な規模を有してくる ζとになるであろう (3)。

注（1) 産業構造審議会総合部会編 「産業構造の長期ビジョン」（昭和50年〉参照

(2) 北見俊郎著「港湾総論」（成山堂＇ 1972年） pp. 57～61 
(3) 却i稿「港湾機能と:I:!!:産物貿易」（「港湾J，日本港湾協会， Vol.53, 1976. 3〕

5. あとがき

我が国の港湾と農産物貿易における基本的問題はp とりわけ3 高度経済成長

期の段階で共に国民経済 ・社会的問題となってきた。そこでこの小論において

は，その本質的な問題点を我が国の経済発展過程の中に求めたのである。しか

しながらある面においては手を広げすぎ，当初の目的に十分適さない点も多々

見受けられる。 したがって是非別の機会にこの拙稿を検討することにし，諸先

生方の御批判をお願いする次第である。


